
2007年度前期　マクロ経済学1

第3回

乗数モデル

今回の講義
● 前回

– 三面等価の原則
– 所得（分配）面から見たGDP
– 支出（需要）面から見たGDP
– 図による生産・所得・支出の流れの確認

● 今回

– 乗数モデル　＊産出量（GDP）決定についての非常にシンプルなモデル。これからこの
　　モデルを少しづづ複雑化し、現実的にしていく。モデルを用いることの意味を理解
　　し、その使い方を学ぶ。

– 乗数効果　　＊乗数モデルにおいては、例えば政府支出の変化が変化額とは異なる規
　　　　　　　　模（政府支出の場合より大きな）の影響を産出量にもたらす。そのメ
　　　　　　　　カニズムについて解説。

– ISバランス（関係）＊乗数モデルを離れて、投資と経済の各部門の貯蓄との関係に就
　　　　　　　　　　　いての恒等式を導出。またＩＳバランスを用いて乗数モデルを
　　　　　　　　　　　解いてみる。



乗数モデル
● 乗数モデル：産出量（＝GDP)がどのように決まるのかを説明する最も単純なモデル。
　　　　　　上図で描かれた最終財の流れのみに注目。　　　　　　　　　　　　　　
＊テキストの「財市場」というタイトルはそういう意味。経済には他に中間投入財、労働・資本・
土地という生産要素、（資金をどのような金融資産で保有するのかということを含め）資金の流れ
（金融市場と黒板に書く）が存在するが、それらは無視。このモデルはシンプルであるため非現実
的な部分も多いが、これからこのモデルを少しずつ複雑化し、現実的にしていく。

● マクロ経済の単純化*現実経済を捉えるためのモデルを構築する際には常に何らかの単純化がな
される。

– 外国との取引は存在しない。＊上の図の海外部門とのやりとりが消滅。マンデル・フレミング　
　　　　　　　　　　　　　　　　モデルで考慮。

– 家計と企業を区別せず、「民間」と一括りにして捉える。　　　　　　　　　　　
＊企業は究極的には株主である家計の所有物（他企業の保有する部分もその企業の株主である家計のも
の）であり、突き詰めていえば家計が投資行動をも決定している。実際には家計の影響は間接的なもので
しかないが、後期まで両者間の生産要素のやり取りをモデル化しないため（家計・企業個々の行動原理が
ここで重要に）、両者の区別を行わない。結果として法人税（所得の二重課税）も消滅。この単純化は以
降も基本的に（期待を考慮したモデルの企業の投資行動の部分[現在利潤の関数]を除き）維持される。

– 資本は減耗しない。＊この仮定は（比例所得税を考察しない限り）必ずしも必要ではないが、単純
化のため。固定資本減耗の項目消滅。前期では期待を考慮したモデルを導入するまでこの仮定を維持。

– 租税を所得税に一本化。＊（間接税－補助金）を考慮せず。必ずしも必要ではないが、シンプルに
　　　　　　　　　　　　　　　するため常にこの仮定を維持。

– 民間投資と政府投資を区別し、後者に政府消費を加えたものを「政府支出」として
一括りにして捉える。＊これは単純化ではないが、これから先、モデルを用いて政府の経済政策が
産出量などのマクロ経済に及ぼす影響を分析していくために政府・民間で区別。



乗数モデル(2)
● 上図：乗数モデルが扱うマクロ経済。＊在庫投資の矢印が点線で描かれているのは、モデルでは在
庫投資がゼロとなる均衡（黒板に書く）を考察するため。

● モデルの構築

○ 財に対する総需要(総支出）を Zで定義する(≡ は定義を表す)と（学生は式なし）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊先ほども説明したように、政府支出は政府消費と政府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投資の両方を含んでいることに注意。この先単に消　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費・投資といえば民間消費・民間投資のことを指す。

　＊在庫投資が含まれていないのは、在庫投資がゼロとなる経済が均衡している状況を通常考察するため。　　
　　在庫投資が存在する不均衡な状況については後ほど説明。　

○ 需要の各項目の決定

(1)民間消費：民間の可処分所得の増加関数＊家計[民間]が実際に支出に使用できる所得。

　　　　　　　　　　　　　　　　　＊可処分所得の下のプラスの記号は増加関数の意味。
　　　　　

─ さらに消費関数は可処分所得の線形関数(一次関数)であるものと仮定。　
　　　　　　　　　　　　　　　：可処分所得がゼロのときの消費 　　　　　　　　　
　　　　　　　　　＊可処分所得がゼロでも生存のため最低限の消費は必要。資金を借りるか、資
　　　　　　　　　　　　産を売却して(いずれもこの場合政府に対して）消費に充てる。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：限界消費性向(可処分所得が1円増加したときの消費
　　　　　　　　　　　　　　　　　の増加分。「限界」という言葉の使い方に注意)　　　
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消費関数

　　　　　　　　：平均消費性向　

＊モデルの限界消費性向は一定、平均消費性向は可処分所得が増加するにつれ低下。 

＊一方現実のデータを見ると、限界消費性向は50から75万円のあたりでやや低下しその後少し上
昇。平均消費性向はやはり可処分所得の増加につれ低下(可処分所得25万円のときの平均消費性
向=約20/25=0.8, 75万円のとき45/75=0.6より大きく50/75=2/3未満)。      
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（出所）　総務省統計局　『家計調査平成 13年年報』より作成
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消費関数(2)・投資・政策変数 
– （民間の）可処分所得の定義　（学生用は式なし）　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊可処分所得は先ほど説明したように、（当該部門　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が）支出に用いることのできる所得。ここでは（間接
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税-補助金）・固定資本減耗が存在せず、全ての所得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が民間に向かうため、Yが民間の所得。そこから（租
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税-所得移転）を引いた残りが可処分所得。

– 定義式を消費関数に代入すると（学生用は式なし）

◇ 内生変数と外生変数
◇ 内生変数 (endogenous variable) ：モデルの中の他の変数に依存し、モデルの中で決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　される変数。

◇ 外生変数 (exogenous variable) ： モデルの外で値が決まる変数。定数に似ているが変
　　　　　　　　　　　　　　　化する。ただしその変化はモデル内では説明されない。

(2)民間投資

　　外生変数　＊次回取り上げるIS・ LMモデルでは内生化される。

(3)政府支出 G

　(純)租税Tとともに財政政策の手段。両変数とも外生変数。  　　　　　　　　　　
＊実際の両変数の水準は、政策決定ルールや政府の予算制約に依存するが、これらについてはモデ
ル化せず、外生変数として扱う。　　

I=Ī



均衡産出量の決定
● 総需要関数　＊（可処分）所得の増加関数

– 総需要の定義式に総需要の各構成要素の決定
式を代入

*　　　　　　　　　:独立支出

– 独立支出>0を仮定　所得0のときの需要。
● 生産・所得の決定

(仮定）企業は需要に応じていくらでも財の    
  生産を行うことが可能。＊実際には企業の
生産能力は生産要素(資本と労働)に制約される
が、産出量決定における需要側の役割に焦点を当
てるために制約のない状況を想定。乗数モデルに金
融市場のモデルを加えたIS-LMモデルの最大の特徴がこ
の仮定。後期の授業でより現実的な生産（供給）面の
モデル化がなされる。この仮定より投資と将来の生産
能力との関係についてもモデル化せず。

● 財市場の均衡 *需要に応じた瞬時の生産が可能であ
るか、事前に需要を正確に予測できる場合を除けば、生産
と売上は一致せず、在庫投資が発生するが、両者が一致す
る状況を考えている。。不均衡の状況については後ほど。
＊需要（支出）Zと供給（生産）Yの均等

● 両式を右グラフ上に描くとその交点が均衡
産出量。(学生用は軸のみ)　　　　　　

Z=c0c1 Y­T  ĪG

Z＝ Y 財市場の均衡条件 
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均衡産出量の決定（２）
● 均衡産出量の導出

– この2式より(学生用は残りの数式なし)

● 均衡産出量は

– 均衡産出量は外生変数と定数によってあらわされる。

–                     ：独立支出(所得がゼロのときの財に対する需要） 

–          　　：乗数(multiplier) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　*独立支出が1単位変化したときの均衡産出量の変化量。 　　　　
　　　　　　　産出量＝乗数＊独立支出と表されるから乗数モデル。

○ 乗数効果：独立支出の変化による産出量の変化の大きさが乗数の影響を受けるこ
と。政府は政府支出や租税を通じて独立支出に影響を及ぼすことができるが、そ
のような政策の（産出量への）効果の大きさは乗数の大きさに依存する。        
               

        

Z=c0c1Y­T ĪG
総需要関数 

Z=Y 財市場の均衡条件 



さまざまな乗数
● 独立支出の各要素の変化が、産出量に及ぼす影響の大きさは、乗数の大きさによ
り異なる。＊先ほどの乗数は独立支出全体をひとまとまりのものとして捉えた場
合のものであるが、各要素を別々にみたときの乗数も同様に定義できる。　　　
　　　　　　　　　　　　　

   (学生用では以下の乗数の数式はなし）   
○ 投資乗数：
○ 政府支出乗数:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

○ 租税乗数：　　　　　　＊乗数の絶対値が1より大きくなるか否かはc1に依存　
　　　　　　　　　　　(c1>1/2のとき1より大きくなる)

○ 均衡予算乗数:            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　＊均衡財政G=Tを維持しつつ政府支出を変化させ　　　
　　　　　　　　　　　　た場合の産出量への影響(同額だけ租税も変化　　　
　　　　　　　　　  　　させなければならない）。
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乗数効果のメカニズム ● A点で均衡していた経済の独立支出
　が　　   増加した状況
● 図による説明(学生用図はZZ'なし．
前の図と同じ、ただしAの位置が低くない
と使えない。)　　　　             
＊独立支出増の直接的効果:A→B(需要増)
⇒ABの差額分だけ需要が供給を上回り、経
済は不均衡に。ABの差額だけ在庫が減少
（在庫投資マイナス）　　　　　　　　　
⇒次期は今期の需要分だけ生産（B→C）
　(同額の所得増）。　　　　　　　　　
　　　　　  　　　　　　　　　　　　　 
 ＊間接的効果:C→D(直接的効果による所
得増からの派生的な需要増）⇒CDの差額
だけ需要が供給を上回り、在庫減で対処。
⇒次期は今期の需要分だけ生産・所得。　 
 ＊間接的効果は、需要と供給が一致する
新しい均衡A'に達するまで続く。

● 数式による説明(学生用は総需要関数
のみ)                              
                                   
＊総需要関数より間接的効果の大きさは前
の効果のc1倍であるから

∆ Z 0

Z=c0c1Y­T ĪG



ISバランス（関係）
● 貯蓄と投資の間にはどのような関係が成立するのか？＊乗数モデルからしばらく離れて

– 海外との取引がない場合のGDP(Y)の需要構成(厳密にいえば在庫投資が加わる)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊IとGの定義に注意。　

○ （ある部門の）貯蓄：その部門の可処分所得-消費　＊前回の復習
– 民間貯蓄:　民間部門の可処分所得－消費　(学生用は以下のすべての数式なし)

– 上のGDPの需要構成式と民間貯蓄の定義式より

– 右辺の第1項：民間貯蓄，第2項：政府貯蓄（[政府の収入=可処分所得]－政府消費だか
ら）　＊IとGの定義の理由は政府貯蓄を定義するため。

● ISバランス（関係）: 総投資=(民間貯蓄)+(政府貯蓄)≡総貯蓄　　　　　　　　　　
　　＊上式の導出には乗数モデルは用いられていないことに注意。上式は恒等式。
    ＊ある投資を行うために必要な民間貯蓄の額は政府貯蓄の額に依存。政府の収入が支出と比較　
　　　して小さく、政府貯蓄が少ない場合、必要な民間貯蓄の額は大きくなる。 　　　　　　　　　
　　＊左辺の総投資を民間投資と政府投資に区分すると、両部門の間の資金のやりとり（3枚目の図  
      の資金の貸借）が明らかに。（数式を書いて説明）     　　 　　　　　　　　　　　　
　　＊また海外との取引がある場合には右辺にQ-X、つまり貿易赤字(=資本の流入=海外部門の余　
　　剰資金)が加わる。これは海外部門（外国）の貯蓄-投資と解釈できる。

Y=CIG , I :総投資 ,G :政府消費

ISバランス（関係）からの均衡産出量の導出
● ISバランス（関係）からの乗数モデルの均衡産出量の導出
● 貯蓄関数(学生用は数式なし)

– 限界貯蓄性向
● 民間投資　　　　　＊乗数モデルでの定義に戻っていることに注意。
● これらの式をISバランス式に代入(学生用は数式なし)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊Ｇも乗数モデルでの定義である政府支出。

● 貯蓄 (節約 )のパラドックス : 消費者の貯蓄意欲の増加(c
0， c １の低下)    

は貯蓄を変化させ
ず所得(産出量)のみを低下させる。これは貯蓄意欲の増加->消費、需要の減少->産出量の低
下(すぐ上の式)、一方貯蓄は投資によって固定されるため（IS関係式）。ただし、この結果
は需要が産出量を規定するというモデルの仮定に依存していることには注意。これは需要が資本
ストック・労働力に依存する供給能力を下回る(いわゆる不況時)に対応している。一方供給量
が生産能力に依存している通常の状況では、貯蓄意欲の上昇が投資の増加を通じて、供給能力の
上昇、（将来の）産出量の向上につながる。
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